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要 旨 

本稿では、近年発展している政治経済学について、特に中位投票者定理

以降の理論的展開を、候補者の政策に対するコミットメントを軸に概観

する。中位投票者定理によれば、候補者は、同一の政策を選択し同一の

勝利確率に服する。この結論は、現実との整合性に欠き、また、候補者

の複雑な戦略的行動を説明することができない。そこで、中位投票者定

理を導出するための仮定を緩めることが必要となる。中位投票者定理は

多くの仮定を前提とするが、本稿では特に、候補者は「政策にコミット

できる」との仮定に着目する。「政策にコミットできる」との仮定を前

提にする限り、他の仮定を緩め、理論を拡張したとしても、中位投票者

定理の結論がほとんど崩れない、均衡が存在しない、あるいは極めて多

くの均衡が存在するという結果になる。「政策にコミットできない」と

仮定すると、候補者の参入・退出の分析、政治家の過去の業績をもとに

した投票の分析などへの可能性が広がる。「政策に部分的にコミットで

きる」という中間的な仮定を用いると、候補者の戦略をより詳細に検討

することができる。 
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1. はじめに 

経済学では、政府は、社会厚生関数を最大化するという意味で、望ましい政

策を実行する経済主体として表現されることが多い。すなわち、政治家の意思

決定過程を捨象しているという意味で、政府を「ブラックボックス」として扱

っている。しかし、現実には、政府が上記の望ましい政策を常に実行している

とは限らない。そこで、経済理論と実際のギャップを埋めるため、近年、経済

学と政治学を融合させた政治経済学（political economy）が発展している。政治

経済学は、政治家の意志決定過程が他者の行動を考慮した戦略的過程となって

いることを、ゲーム理論的手法を用いて明示的に分析する。本稿では、政治経

済学のうち、特に投票理論（voting theory）の出発点である中位投票者定理（median 

voter theorem）と、その発展に焦点を当てる1。 

中位投票者定理によれば、一定の仮定のもとで、2 人の候補者は同一の中位政

策を選択し、結果として同一の勝利確率に服する。この結論は、政治家が大多

数の投票者に好まれる政策を選ぶというメカニズムを説明している。しかし、

両候補者の戦略が同一であることは明らかに現実の観察事実と整合的でない。

本定理が描写する政治家の行動は単純であり、選挙への参入・退出、政治家の

業績を評価した投票、選挙前における候補者の戦略といった、現実の複雑な戦

略的行動を説明するには十分といえない。より現実的な分析のためには、中位

投票者定理を導出するための仮定を緩めることが必要となる。 

本稿では、中位投票者定理を導出するための仮定のうち、選挙前に発表した

政策は選挙後に必ず実現されるとの仮定、すなわち、候補者が将来実行する「政

策にコミットできる」という仮定に注目する。この仮定を維持してモデルを拡

張した場合、ほとんどの場合において、中位投票者定理に準ずる結果が得られ

るか、均衡が存在しないか、もしくは極めて多くの均衡が存在するという結果

になる。中位投票者定理に準ずる結果が得られる場合には、前述の通り、現実

                                                 
1 投票理論には「委員会の理論（committee theory）」と呼ばれる投票行動に焦点を当てた集

団的意思決定を考察したものもあるが、本稿では主に候補者・政治家の意思決定に焦点を

当てる。委員会の理論に関する優れたサーベイとしては、Gerling et.al. [2005]および Li and 
Suen [2009]がある。藤木 [2005]は、一連の研究とともに、金融政策における委員会への応

用例を紹介している。 
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の複雑な戦略的行動を説明できない。均衡が存在しない場合には、明示的に政

治家の意思決定を示すことができない。極めて多くの均衡が存在する場合には、

政治家の意思決定を特定化することが困難となる。いずれにせよ、モデルが扱

いにくく拡張にも適さない。 

本稿では、「政策にコミットできる」との仮定を緩めることで、多くの新たな

知見が得られることを明らかにする。まず、選挙前に発表した政策にかかわら

ず、選挙後に実行する政策を自由に決定できる、すなわち、将来実行される「政

策にコミットできない」と仮定する。すると、選挙への参入・退出、業績評価

をもとにした投票を分析することができる。これにより、異なる背景をもつ候

補者間の差異を分析することが可能となり、また、望ましい選挙・政治制度の

理解を深めることができる。 

しかし、「政策にコミットできない」との仮定のもとでは、選挙前の候補者の

政策に関する戦略が捨象される。そこで次に、選挙前に発表された政策は完全

に実行されるわけではないが、選挙後の政策決定に影響を与えると考える。こ

れは、候補者は将来実行される「政策に部分的にコミットできる」という仮定

であり、上記 2 つの極端な仮定の中間に位置する。この仮定を用いることによ

り、これまで分析できなかった選挙前の候補者の戦略を考察し、政党間で政策

が大きく異なるという二極化現象をより明確に説明することができる。 

政治経済学に関しては、すでに多くのサーベイ論文や解説書が存在する。包

括的な解説書としては、Persson and Tabellini [2000]、Mueller [2003]、Austen-Smith 

and Banks [1999]、Austen-Smith and Banks [2005]が挙げられる。学部入門書とし

ては、Shepsle and Boncheck [1997]がある。マクロ経済学への応用を強く意識し

たサーベイ論文・解説書としては、Alesina and Rosenthal [1995]、Alesina and Stella 

[2010]、Drazen [2000]が挙げられる。政治経済学に関する日本語文献は比較的尐

なく、井堀・土居 [1998]、小林 [2003]、小西 [2009]が挙げられる2。これらの文

献と比べた本稿の貢献は、候補者の政策に対するコミットメントを軸に解説し

ていることにある。 
                                                 
2 本稿は、著者が受講したウィスコンシン大学マディソン校の Scott Gehlbach 准教授の講義

ノートに随所で影響を受けている。この講義ノートは、Formal Models of Domestic Politics

（Cambridge University Press, Analytical Method for Social Research）として刊行予定である。 
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本稿の構成は図 1 にまとめられる。2、3、4 節では、候補者は「政策にコミッ

トできる」との仮定のもとで議論を展開する。2 節では、中位投票者定理につい

て解説し、その拡張を 3 節で議論する。4 節では、有権者の投票行動を考察する。

5、6 節では、「政策にコミットできない」との仮定をおく。5 節は選挙への参入・

退出を、6 節は過去の業績をもとにした投票を議論する。最後に 7 節では「政策

に部分的にコミットできる」との仮定のもとでの研究を紹介する。8 節はまとめ

である。 

 
 

2. 政策にコミットできる場合：中位投票者定理 

中位投票者定理を解説するにあたり、まず、以下のような設定を導入する3。

選挙では、定量的に表わされるただ 1 つの政策課題が議論される。投票者に関

して、各投票者は望ましい政策（最も好む政策）を 1 つもち、ある位置をはさ

んでそれ以上とそれ以下の投票者数がちょうど同数になるような位置（中位値）

                                                 
3 中位投票者定理は、Hotelling [1929]の立地モデル、および Downs [1957]による政治的競争

への応用によって、体系的な発展を遂げている。 

不確実性導入、多党制、 

多次元の政策空間（3 節） 

中位投票者定理（2 節） 

政策にコミットできる 政策にコミットできない 
 

図 1 本稿の構成 

政治家の参入・退出（5 節） 

政治家への業績評価（6 節） 

政策に部分的に 

コミットできる（7 節） 

投票行動（4 節） 
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にある政策が一意に存在する4。これを中位政策と呼び、中位政策を好む投票者

を中位投票者と呼ぶ。投票者は自分の望ましい政策に最も近い政策を選んだ政

党を選び、必ず投票をする。 

政党5に関しては、二大政党 A、B が、選挙前に同時に政策を発表する6。発表

した政策は、必ず選挙後に実現される。つまり、政党は選挙前に政策にコミッ

トできる。各政党の効用は、政策の内容に依存せず、勝敗のみに依存する。従

って、各政党の効用関数は自身の勝利確率で表され、各政党はこれを最大化す

るように政策を選ぶ。 

選挙は多数決で行われる。過半数を超える支持を得た政党の勝利確率は 1 と

なる。両政党が同じ割合の投票者から支持された場合には、勝利確率は 1/2 とな

る。半数未満から支持されている場合、勝利確率はゼロとなる。 

中位投票者定理を求めるための主要な仮定をまとめると、以下の通りとなる。 

仮定 1：政党は選挙前に政策にコミットできる。 

仮定 2：政党は勝利確率の最大化が目的である。 

仮定 3：不確実性は存在せず、中位政策の位置は既知である。 

仮定 4：議論される政策課題は 1 つである。 

仮定 5：二大政党制である。 

仮定 6：両政党は必ず選挙に出馬する。 

仮定 7：投票者は将来実行される政策に基づき投票する。 

仮定 8：投票者の選好は単峰性7を満たし、自分の望ましい政策に最も近い政党

に必ず投票する。 

仮定 4 および 8 のもとでは、必ずどの政策にも勝てる、もしくは引き分ける

ことができる政策が存在する。このような政策はコンドルセ勝者（Condorcet 

                                                 
4 厳密には、政策空間が一次元であり、投票者の選好が単峰性を満たし、投票者の最も望ま

しい政策が政策空間上に確率分布し、その確率分布関数が連続でかつ強い増加関数であれ

ば、中位政策が一意に存在する。 
5 本稿では「政党」、「候補者」という用語を用いるが、文脈上の区別が明らかな場合を除き、

同様の意味として用いる。 
6 同時ではなく、政党が順番に政策を発表する場合も結果は変わらない。 
7 単峰性とは、政策からの効用の大きさが、ある一点の政策に近づくほど増加し、その一点

において最大となることをいう。 
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Winner）8と呼ばれ、ここでは中位政策がコンドルセ勝者となる。図 2 にあるよ

うに政策 B を中位政策としたときに、中位政策以外の政策 A は、政策 B に勝つ

ことはできない。また、政策 A も中位政策であった場合には引き分けとなる。

このように、中位政策の勝利確率はどの政策に対しても 1 もしくは 1/2 であるた

め、中位政策がコンドルセ勝者となる。また、中位政策以外の政策は、中位政

策に常に敗北するため、コンドルセ勝者とはならない。 

 
以下の中位投票者定理（もしくは強い中位投票者定理）は、両政党の選択が

コンドルセ勝者である中位政策に収斂することを示す9。 

 

 

                                                 
8 この用語は、フランスの哲学者、数学者、政治学者であったマリー・ジャン・アントワー

ヌ・ニコラ・ド・カリタ・コンドルセに由来する。1785 年の著作において、彼は、すべて

の候補者に 1 対 1 の総当り戦をさせ、他の候補者すべてを打ち破った候補者を真の勝者と

する投票方式を提案した。 
9 本稿のように中位投票者定理を定義している解説書としては、Coughlin [1992]、Alesina and 
Rosenthal [1995]、Drazen [2000]、Roemer [2001]、Duggan [2006]などがある。一方、Shepsle and 
Boncheck [1997]、Austen-Smith and Banks [1999]、Mueller [2003]では「仮定 4 および 8 のもと

で、コンドルセ勝者が存在する」という定理を中位投票者定理としている。また、Persson and 
Tabellini [2000]は「定理」という言葉は用いずに、前者を意味するものとして「中位投票者

均衡」と呼んでいる。Congleton [2003]は、前者を「強い（the strong form）中位投票者定理」、

後者を「弱い（the weak form）中位投票者定理」と呼んでいる。前者は Downs [1957]によっ

て、後者は Black [1948]によって示されている。本稿では、多次元の政策空間の考察を除く

すべての節でコンドルセ勝者が存在すると考え、主に政党の戦略を議論していくために、

前者の定義を用いる。 

中位政策＝政策 B  政策 A  

政策 A に投票 政策 B に投票 

 

図 2 コンドルセ勝者 
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【中位投票者定理】 

仮定 1-8のもとでのナッシュ均衡は、両政党が中位政策を選択することである。

この均衡は一意となる。 

 

中位投票者定理を証明するために、まず、中位政策の選択が均衡であること

を示す。両政党とも中位政策を選んでいるとしよう。このとき、勝利確率は 1/2

であり、それ以外の政策を選ぶと勝利確率はゼロになるため、両政策とも中位

政策から逸脱しない。従って、中位政策の選択が均衡となる。 

次に一意性を示す。第 1 に、両政党共に中位政策以外を選んでいる場合を考

える。このとき、尐なくとも 1 つの政党は 1 未満の勝利確率に服する。ここで

仮に A が 1 未満の勝利確率に服するとするならば、A は選んだ政策から逸脱し

中位政策を選ぶことによって A の勝利確率を 1 に改善させることができる。従

って、A の政策選択は均衡とならない。第 2 に、片方の政党のみが中位政策を選

んでいる場合を考える。B が中位政策を選んでいるとし、A はそれ以外を選んで

いるとする。A の勝利確率はゼロであるため、A が選んだ政策から逸脱し中位政

策を選択すれば、勝利確率を 1/2 に改善させることができる。従って、A の政策

選択は均衡とならない。以上から、中位政策が唯一の均衡となる。 

中位投票者定理は投票理論の出発点に位置づけられ、その意義は大きい。政

党は、選挙において、最も多くの投票者に支持される政策を選択する傾向があ

るという事実を、本定理は端的に示している。また、分析の簡単さから、多く

の研究に応用されている。 

しかし、中位投票者定理のもとでは、両政党に均衡上の違いがないことから、

政治家や政党の行動の違いを分析できない。また、両政党が同じ政策を選ぶと

いう結果は非現実的といえる。そこで、中位投票者定理の結果を覆すことが、

研究の妥当性、有用性を高めるために不可欠となってくる。 

 

3. 政策にコミットできる場合：モデルの拡張 

本節では、政党は選挙前に将来実行される「政策にコミットできる」との仮

定 1 を維持しつつ、その他の仮定を緩めたときの中位投票者定理に及ぼす影響
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を議論する。具体的には、まず、政策選好をもつ候補者を考え、中位政策の位

置に関する不確実性を導入する。次に、多次元の政策空間および多党間競争を

考える。このようにモデルを拡張しても、多くの場合、中位投票者定理に準ず

る結果が得られる、もしくは均衡の存在問題が生じることになる。 

 

(1) 候補者の政策選好 

中位投票者定理が成立する背景の 1 つとして、政党は勝利確率のみを最大化

するとの仮定 2 がある。しかし、政党や候補者は、選挙に勝つこと自体を目的

とせず、自身の望ましい政策に近い政策を実現するための手段として選挙に勝

とうとすると考えることも可能である。このようなモデルは、最初に示した

Wittman [1973]にちなんで、Wittman モデルと呼ばれる10。 

 

政策選好を有した政党間の競争を考慮すると、中位投票者定理はどのように

変化するのであろうか。実は、中位投票者定理は依然として成立する（詳細は

補論 1(1)参照）。左派政党 A と右派政党 B の二大政党間の競争を考える。図 3 の

ように右派政党は中位政策よりも右側に、左派政党は中位政策より左側に望ま

しい政策をもっているとする。このとき、政党は勝利確率を高めるために中位

政策に近づこうとするが、できるだけ自身の望む政策に近い政策を選択し実行

したいとも考える。ここで、両者の選択した政策が図 3 のように中位政策を挟

んで左右対称に、しかし中位政策とは異なった位置 BA xx , にあったとする。両者

                                                 
10 勝利のみを考えた政党間の競争モデルは、Downs モデルと呼ばれる。 

政党 B の政策： Bx  政党 A の政策： Ax  

より中位政策に近い政策： Ax  

図 3 政策選好を有する候補者 

中位政策 政党 A の 

望ましい政策 

政党 B の 

望ましい政策 
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の勝利確率は 1/2 である。このとき、左派政党 A は、選択している政策を尐し中

位政策に近づけ、 Ax とすることで勝利確率を 1 に改善できる。すると中位政策

を挟んで逆側に存在している相手の政策 Bx は実行されず、確実に自身の望まし

い政策に近い政策 Ax を実行できる。従って、両者が異なった政策を選んでいる

限り、各政党は他党より中位政策に近い政策を選択する。最終的に、両者は中

位政策まで収束するため、中位投票者定理が成立する。 

 

(2) 確率的投票モデル 

中位投票者定理では、両政党は投票者の望む政策分布を知っていると仮定し

ていた（仮定 3）。しかし、現実には、両政党が投票者の政策選好を正確に把握

しているとは考えられない。もし候補者が投票者の政策選好に関して不確実性

を有する場合、それは中位政策の位置に関する不確実性となる。このようなモ

デルは、確率的投票（probabilistic voting）モデルと呼ばれる。 

 

政党の目的が単に勝利のみにある場合、中位政策に関する不確実性が存在し

たとしても、両政党にとっては同一政策の選択が均衡となる。このことを示す

ために、中位政策の位置がある区間に連続で確率分布していると考える11。図 4

にあるように両者の政策に差があると考えよう。このとき、両者の選択した政

策の中間点（ 2/)( BA xx  ）が境界線となり、実現した中位政策がこの値より A

の政策に近ければ A が勝利し、遠ければ B が勝利することになる。もし A がよ

                                                 
11 確率分布は、両政党で共通に理解されていると仮定する。 

政党 B の政策： Bx  政党 A の政策： Ax  

中位投票者がこの区間で分布 

図 4 確率的投票モデルと勝利確率の最大化 

2/)( BA xx   



 9 

り B の政策に近づいたとすると、境界線は右に移動し、A の期待勝利確率が改

善する。従って、A は B に近づこうとする。このように、両者が互いに異なる

政策を選ぶことは均衡になりえず、中位投票者定理に準ずる結果が成立する。 

そこでさらに、政党が政策選好を有する場合を考えよう（詳細は補論 1(2)参照）。

このとき、中位投票者定理は成立しない。不確実性が存在しない場合、均衡に

おいて両者は中位政策を選んでいた。それは、相手よりほんの尐しだけ中位政

策に近づくことで、勝利確率を不連続的に 1 まで高められるからである。しか

し、中位投票者の位置が不確実な場合には、期待勝利確率は不連続関数ではな

く連続関数となる。つまり、相手よりほんの尐し中位政策に近づいても、勝利

確率の上昇幅は微小にとどまる。逆に、中位政策に近づくことで、選択した政

策が自身の望ましい政策から乖離するという不効用を受ける。つまり政党は、

勝利確率の上昇と、選択した政策と望ましい政策との乖離幅の増大というトレ

ードオフに直面する。そのため、中位政策までは収束せずに、均衡において両

者は中位政策を挟んで左右対称な異なる政策を選択することになる。 

このように、政党が政策選好をもち、かつ中位政策の位置に関する不確実性

が存在するときのみ、中位投票者定理が成立しなくなり、両政党の政策間に距

離が生じることになる12。中位投票者定理が成立しないことから、確率的投票モ

デルは多くの研究で用いられている。 

ただし、確率的投票モデルの扱いには注意を要する。ごく簡単な設定のもと

では均衡解がみつけられる。しかし、より一般的な場合やモデルの拡張を試み

た場合、解の存在証明が難しくなったり、一意性が保証されなくなったりする13。 

 

(3) 多次元の政策空間 

以上のモデルでは、議論される政策課題はただ 1 つと考えていた（仮定 4）。

しかし、現実の選挙では複数の政策課題が議論されている。 

複数の政策課題を考えた場合、特殊なケースを除いて均衡が存在しなくなる14。

                                                 
12 ただし、Calvert [1985]は、政策に関係なく、政治家になること自体からの利得がある程

度存在する場合は、必ずしも中位投票者定理が崩れるわけではないことを指摘している。 
13 例えば、Roemer [2001]参照。 
14 特殊なケースとは、投票者が特定の選好をもっている場合である。Roemer [2000]の命題
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簡単な例として、投票者が 3 つのグループ 1、2、3 に分かれているとする。投

票者全体の 1/3 の投票者が、それぞれのグループに所属する。このとき選挙に勝

利するためには政党は尐なくとも 2 つのグループから支持されなければならな

い。100 万円を各グループに配分する政策を考える15。政党 A はグループ 1 と 2

に 50 万円ずつ配分する政策を提案しているとする。このとき、政党 B はグルー

プ 1 に 55 万円、グループ 3 に 45 万円を配分する政策を発表すればグループ 1

と 3 の支持を受け当選できる。しかし、この政党 B の政策に対し、A がグルー

プ 3 に 50 万円、グループ 2 に 50 万円を配分すれば B に勝つことができる。こ

のようにどのような政策にも必ず勝利できる政策が存在するため、コンドルセ

勝者は存在しない。 

 このような均衡の存在問題は、一種の確率的投票モデルを用いると解決し、

両政党が同じ政策を選び同じ勝利確率に服するという、中位投票者定理に準じ

る結果が得られる。ただし、多次元の政策空間ではコンドルセ勝者が存在しな

いため、先に示したような投票者の政策選好に関する不確実性ではなく、政策

以外に関する選好の不確実性を導入する必要がある（詳細は補論 2 参照）。具体

的には、投票者は、配分の他に両政党間に選好上のバイアスをもつと仮定する。

これは、個々人の利益に直接的な関係がある政策とは別に、個々人が政党自体

に対して選好をもつことを意味する。個々の投票者は異なったバイアスを両政

党の間にもつ。つまり配分が両政党で同じ場合、ある投票者は政党 A を好み、

別の投票者は政党 B を好む。しかし全体としてのバイアスはなく、両政党が同

じ配分を提示しているとき、事前の勝利確率は同じであると考える。このよう

なバイアスが存在する場合、均衡が存在する。そこでは、両政党が投票者の効

                                                                                                                                               
6.2 では分離可能（separable）な選好を、Persson and Tabelini [2000]の 2.2.2 節では中間的選好

（intermediate preference）を考えれば均衡が存在するとしている。また、各政策課題に中位

政策が存在しているのならば、それぞれの政策課題に関して順番に投票していくという制

度設計をした場合、均衡が存在することが制度誘発均衡（structure-induced equilibrium）とし

て知られている（Shepsle [1979]、Shepsle and Weingast [1981]）。ただし、本論の例はいずれ

のケースも満たしていない。 
15 グループ 3 への配分は、グループ 1、2 への配分を差し引いた残りとなるため、ここでは

グループ 1 への配分とグループ 2 への配分の 2 つの政策課題がある。これは、社会保障、

公共事業、安全保障といった 3 つの異なる政策課題への予算配分問題とも解釈できる。 
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用の平均を最大化するような同一の政策を選択することが示されており、その

結果は平均投票者定理（mean voter theorem）として知られている。 

 

(4) 多党間競争 

 中位投票者モデルでは二大政党間の競争を考えていた（仮定 5）が、3 党以上

の競争も重要である。実際、二大政党制が成立している国は米国を含めごくわ

ずかである。 

多党間競争のもとでは、極めて多くの均衡が生じる。例えば、図 5 にあるよ

うに政策空間は 0 と 1 の間に限られるとし、そこに投票者が一様分布している

とする。よって、中位政策は 1/2 である。勝利確率の最大化のみを目的とする 3

政党 A，B，C が競争しており、A と B が図 5 に示されたような 1/3 という政策

を選び、C が政策 2/3 を選ぶとする。このとき、C は全体の 1/2 の票を、A と B

は 1/4 ずつの票を得る。そのため、C が勝利する。勝利する C にとっては、政策

を変更するインセンティブがない。一方、A、B にとっても、どの政策を選んだ

としても勝つ望みがないため、政策を変更するインセンティブがない。従って、

この状態が均衡として成立する。多党間競争では、同様の均衡が無数に存在す

る。 

 

ここで、A と B は負けることが分かっていて、なぜ出馬するのかという疑問

が生じる。それに対する回答は、5 節の政治的競争への参入・退出の理論で示さ

れる。 

政党 C の政策：2/3 政党 A・B の政策：1/3 

政策空間（一様分布の投票者） 

図 5 多党間競争 

中位政策：1/2 0 1 
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また、なぜ C は勝利することだけを考えるのかという疑問も生じる。もし C

が A と B の位置に近づけば、得票率を上げることができる。得票率が高ければ

その後の政治的影響力は強くなるだろう。得票率を上げることが目的であれば、

C は A と B に近づくため、以上のような均衡は存在しなくなる。 

しかし、得票率の最大化を考えた場合、今度は均衡が存在しなくなる。Cox 

[1987]は、得票率最大化のもとでの均衡成立の必要条件を示しているが、この条

件は、3 党間での競争では満たされない。4 党間の競争でも投票者の分布によっ

ては満たされない。もっとも、確率的投票を導入した場合に均衡解が求められ

ることは、数値的に示されている16。解析的な均衡解の存在も示されてはいるが、

極めて多くの均衡が生じてしまうことも同時に指摘されている17。このように、

均衡が存在しない多次元の政策空間モデルと対照的に、ここでは極めて多くの

均衡が存在する。 

3 党以上の競争を分析する際には、基本モデルを超えた以下の要素をもつ研究

が必要である。第 1 に、政治的競争への参入・退出である（5 節参照）。複数の

政党もしくは候補者が競争する均衡の存在は、参入・退出を許容したモデルで

示すことができる。第 2 に、政党間の交渉、連立である。多党制のもとでは議

会内での政党間の交渉や政党の連立の形成が選挙に大きな結果を及ぼしている

可能性が高い18。 

 

 (5) 候補者の資質 

 政策ではなく政治家の資質が選挙に大きな影響を与えることも多い。ここで

政治家の資質とは、リーダーシップや人柄、外見、正直さ、決断力など政策に

は直接的関係のないものを指す。これは Stokes [1963]によって誘意性（valence）

                                                 
16 Adams, Merrill III, and Grofman [2005]参照。 
17 Lin, Enelow, and Durussen [1999]、McKelvey and Patty [2006]は、確率的投票のもとで、す

べての政党が同じ政策に収束する均衡解の存在を証明している。Duggan and Jackson [2005]、
Patty, Snyder and Ting [2009]は、4 節で議論する戦略的投票を導入したうえで均衡解の存在を

示している。もっとも、いずれも極めて多くの均衡が生じる。 
18 多党間の議会内での交渉に関しては、Baron and Ferejohn [1989]で議会内交渉モデルとし

て議論され、連立の形成などの政党の役割に関しては、Austin-Smith and Banks [1988]、Baron 
[1991]、Baron [1993]などで議論されている。 
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と呼ばれる。誘意性は、心理学用語であり、人を引きつけたり避けさせたりす

る性質を意味する。 

まったく同じ政策を発表した候補者が 2 人いた場合、ある投票者は一方の候

補者を好むバイアスをもつかもしれない。本節（3）で紹介した理論では全体と

しての事前のバイアスが存在しないと仮定したが、外見、人柄、リーダーシッ

プに関しては全体としてのバイアスが存在するかもしれない。例えば、リーダ

ーシップや人柄の良さなどは、投票者に全体的に好まれる傾向がある。ある特

定の候補者が、競争相手より投票者にとって望ましい誘意性をもっているとき、

均衡においてはその候補者がより高い勝利確率を有する19。 

 誘意性は、これまで捨象されてきた事象に関する分析を可能にする。例えば、

誘意性に関する不確実性を投票者がもっていたときに政党や候補者が送るシグ

ナルとして、選挙におけるイメージ戦略を分析できる20。このため、誘意性の研

究が近年精力的に行われている。その 1 例については、7 節で議論する。 

 

 (6) 本節の要約と考察 

本節では、候補者は選挙前に将来実行する政策にコミットできるとの仮定 1 を

維持したうえで、その他の仮定を緩め、中位投票者定理のモデルを拡張した21。

結果は表 1 にまとめられる。拡張によって、多くの場合、均衡の存在証明や精

緻化が困難となるか、存在したとしても中位投票者定理と変わらない結果が得

られる。 

他の拡張方向としては、選挙への参入・退出（仮定 6 の緩和）や過去の業績

に基づいた投票（仮定 7 の緩和）があるが、後述するように政策にコミットで

きるとの仮定のもとで議論する意味は大きくない。そこで、5、6 節では選挙の

前に特定の政策にコミットすることは不可能であると仮定して議論を展開する。 

また、もう 1 つの拡張方向として、投票者の戦略的投票に関する分析（仮定 8

                                                 
19 Ansolabehere and Snyder [2001]、Groceclose [2001]、Aragones and Palfrey [2002]参照。 
20 政治広告を用いた誘意性のイメージ戦略に関する理論的研究としては、Prat [2002]、
Polborn and Yi [2006]がある。 
21 本節で議論した論点に関する解説書として Roemer [2001]がある。また、Osborne [1995]
も本節の議論を中心に古典的な選挙の理論の展開を丁寧に解説している。  
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の緩和）がある。これについては、次節で概観する。 

 

表 1 選挙後の政策にコミットできるとの仮定のもとでの拡張 

拡張の方向 中位投票者定理 

の修正 

均衡の存在 

政策選好 × ○ 

確率的投票 × ○ 

政策選好＋確率的投票 ○ ○ 

多次元の政策空間 ‐ × 

多次元＋確率的投票 × ○ 

多党制 ‐ 複数均衡 

多党制＋確率的投票 ‐ 複数均衡 
（注）2 列目で、中位投票者定理が成立しない場合は○、成立する場合は×。3 列目で、

均衡が存在すれば○、存在しなければ×である。 

 

4. 政策にコミットできる場合：投票行動 

これまでは、有権者は必ず自身の望む政策に近い政党を選び、棄権はしない

と仮定していた（仮定 8）。しかし実際には、政党だけでなく有権者も戦略的な

選択をしている可能性がある。そこで本節では、投票行動に関する分析を概観

する。 
 

(1) 戦略的投票 

投票者の戦略的行動を取り入れるモデルは、戦略的投票（strategic voting）モ

デルと呼ばれる22。戦略的投票モデルはより精緻な分析を可能にすると思われる

が、以下の問題がある。第 1 に、これまでの設定のように、投票者の望ましい

政策がある一定の政策空間上に連続で分布している場合、戦略的投票を考える

意味はない。連続分布の仮定は、投票者が無限に存在することを意味する。従

                                                 
22 一方、投票者の行動を外生的に与えるモデルは、率直な投票（sincere voting）モデルと呼

ばれる。 
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って、一投票者が選挙結果を左右する投票者になる可能性はなく、どの候補者

に投票するかは無差別となる。従って、戦略的投票を分析するためには、有限

の投票者数を前提とする必要がある。しかし、投票者数が有限としても、投票

者の行動はその他すべての投票者の行動に対する最適応答となっていなければ

ならないため、極めて多くの投票者が存在する選挙における戦略的投票は非現

実的である。 

第 2 に、弱く支配されている戦略が均衡となる可能性が生じる。例を示すた

めに、図 5 と同様に、政策空間が[0,1]、中位政策が 1/2 であるケースを考える。

投票者に関しては、3 人以上の投票者が存在し、均等にこの空間上に望ましい政

策をもつ。政党に関しては、政党 A、B が競争し、A は政策 0 を選び、B は中位

政策 1/2 を選んでいるとする。このとき、投票者全員が A に投票しているケース

では、誰が均衡戦略から逸脱しても結果は変わらないので、それが均衡となる。

本来、政策 1/4 から 1 までの間を好む過半数以上の投票者にとって、政党 B は政

党 A より望ましい。しかし、上記の均衡においては、一人の投票者が逸脱して

も結果は変わらないため、個々の投票者にとって両政党は無差別となる。この

とき、「政党 A に投票する」という戦略は「弱く支配されている戦略」と呼ばれ

る。戦略的投票を考慮した場合、このような戦略が均衡となるケースが出てく

る。また、弱く支配されている戦略を選ばないと制限した場合には、二大政党

間の競争ならば、戦略的投票の設定の有無に関わらず中位投票者定理が成立す

る。 
 

 (2) 有権者が投票する理由 

これまでのモデルでは有権者は必ず投票するとしていた。しかし、実際の国

政選挙や地方選挙で 100％の投票率が達成されることはない。なぜ投票を棄権す

るのかという疑問も多く聞かれる。 

しかし理論的には、むしろ、投票をするという行為を説明する方が困難であ

る。投票には、わずかでも費用がかかる。投票所に足を運ぶ費用や、余暇選択

などの機会費用がある。また、国政・地方選挙においては、一票の差で選挙結

果が決まる確率はほぼ皆無である。従って、理論的に示される投票率は著しく
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低い23。このような理論と実際の乖離は、合理的有権者のパラドックス（rational 

voters paradox）、投票棄権のパラドックス（paradox of not voting）などと呼ばれ

ている24。 

パラドックスに対する古典的回答には、政治的熱意や義務感がある（Riker and 

Ordeshook [1968]）。よく「血を流して勝ちとった投票権は必ず行使するべきだ」

という意見がある。そこまで思っていないとしても、投票権は行使した方が良

いという義務感や道徳観をもっている人は多い。また、Grossman and Helpman 

[2001]は、有権者が利益団体に所属している場合、その団体からのプレッシャー

で投票することを指摘している。以上のような比較的単純な理由によって、こ

のパラドックスをある程度説明することは可能である25。 

しかし、投票所に足を運んだにもかかわらず、投票所で一部の投票を棄権す

る行為もある。例えば、衆議院選挙と市議会議員選挙が同時に行われた際に、

市議会議員選挙のみを棄権するという行為がある。投票に行く費用はこのよう

な棄権行為の理由にならない。これに対する 1 つの解答として、どの候補者が

より望ましいのか不確実性をもつ有権者は、誤った決断をすることを恐れ、投

票を避けることが指摘されている26。 

 

(3) 本節の要約と考察 

本節では、投票者の戦略的行動の分析を概観した。実証分析では、戦略的投

票の証拠が指摘され始めており27、今後も投票行動の分析は重要である。しかし

                                                 
23 Ledyard [1984]、Palfrey and Rosenthal [1983]、Palfrey and Rosenthal [1985]、Myerson [2000]
を参照。 
24 Feddersen [2004]、Merlo [2006]を参照。 
25 Feddersen and Sandroni [2006]は、投票することへの義務感・道徳観を内生的に求めるモデ

ルを提示している。Bendor et.al. [2011]は学習モデル（learning model）を用い、高い投票率

を示している。 
26 浮動票の呪い（swing voter’s curse）と呼ばれる。Feddersen and Pesendorfer [1996]、Feddersen 
and Pesendorfer [1999]、Matsusaka [1995]、Degan [2006]、Degan and Merlo [2011]を参照。

Battaglini, Morton, and Palfrey [2010]は実験を用いて浮動票の呪いの存在を示している。 
27 実証分析に関するサーベイとしては、Alvarez and Nagler [2000]や Blais et.al. [2001]を参照。

戦略的投票の存在を示した研究は決して多くないが、実証上の問題として、自分の望む政

策に近い候補者を選んだからという理由で戦略的ではないと断言できない点がある。Kawai 
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本節で示したように、極めて多数の有権者が存在する選挙において、戦略的投

票を考える必要性は高くない。分析上の困難も存在する。次節以降では、単純

化のため、再び戦略的な投票行動は捨象して議論する。 

 

5. 政策にコミットできない場合：選挙への参入・退出 

本節および次節では、政党は選挙前に「政策にコミットできる」との仮定 1

を緩め、代わりに将来の「政策にコミットできない」と仮定しその含意を議論

する。仮定 1 を緩めた場合には、政党や候補者自身の望ましい政策が必ず実行

され、より中位政策に近い望ましい政策をもつ政党や候補者が勝利するという、

単純な結果が得られる28。しかし、このような単純化により、「政策にコミット

できる」と仮定した場合よりも幅広い応用が可能となる。本節では、まず、選

挙への参入・退出の意思決定が分析できることを示す。 

前節までは選挙に参加している政党数を所与としていた（仮定 6）。しかし、

大統領選や首長選を考えた場合、立候補を考えていた候補者が選挙戦途中で撤

退を決める場合も多くみられる。また政党を考えた場合でも、特定の選挙区で

は候補者を立てずに、ある程度勝利が見込める選挙区にのみ候補者を立てる場

合も多い。 

候補者が将来の政策にコミットできると仮定した場合には、何人かの候補者

が中位政策を選択するのみで、中位投票者定理が依然として成立する29。以下で

は、候補者は、選挙前にどのような政策にもコミットすることはできないと仮

定する。 

                                                                                                                                               
and Watanabe [2010]は、この問題に対処したうえで、日本での戦略的投票者の割合は 68.2%
～82.7%と推定している。しかし、全体の投票者の中で自分の好む政策に近い候補者以外の

候補者を選んだ投票者の割合は 2.2%～7.4%と尐ない。 
28 選挙後においては、政党や候補者自身の望ましい政策が実行されるため、政党や候補者

は政策選好をもつ必要がある。よって、同時に仮定 2 も緩める。 
29 Feddersen, Sened, and Wright [1990]は、政策選好をもたない候補者と戦略的投票を考えた

うえで、この点を示している。Rodríguez [2005]は、政策選好をもつ候補者を考えた場合、

限られたケースで中位政策（もしくはその付近）を好む候補者が 1 人立候補する均衡のみ

存在することを示している。いずれにせよ「政策にコミットできない」という仮定の重要

性を示している。 
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 (1) 市民候補者モデル 

 選挙への参入・退出モデルは、市民候補者モデル（citizen-candidate model）と

呼ばれる30。政党や政治家が最初から存在しているわけではなく、有権者（市民）

自らが立候補するか否かを決定する。 

市民候補者モデルの最も重要な設定は、どのような政策にコミットすること

も不可能であるというものである。つまり、当選した政治家は、自身にとって

最も望ましい政策を必ず実行する。候補者は、2、3 節でみたような戦略的な政

策選択はできない。潜在的候補者である個々の市民が選択できるのは「出馬す

る」か「出馬しない」かの二択と投票先である。また、候補者の望ましい政策

は、投票者には既知である。 

市民候補者モデルでは、候補者の利得は、政策以外に以下の 2 つの要素に依

存する。第 1 に、候補者は、立候補するために一定の出馬費用 c を払わなけれ

ばならない。これは、選挙活動、出馬決定までにかかる時間と金銭を反映して

いる31。第 2 に、当選した政治家は、政策とは関係ない利得 b を得る。利得には、

政治家になった場合の給与以外に政治家としての名声や利権などが含まれる。 

モデルから得られる重要な結論は以下の通りである（詳細は補論 3 参照）。第

1 に、中位投票者定理は必ずしも成立しない。当選した場合の利益が十分に大き

く、尐なくとも cb 2 ならば、2 人のみが出馬する均衡が存在する32。均衡では、

両者の実行したい政策の間に距離が生じる。これは、両者とも同じ中位政策を

好む候補者であったならば、中位政策とほんの尐し違う政策を好む候補者が新

たに出馬すると、既存の 2 人の得票が 1/4 近くに低下する一方、新規候補者が

1/2 近くの支持を得て確実に当選できるためである。 

 第 2 に、市民候補者モデルを用いると、3 人以上の異なる政策を好む候補者が

立候補する均衡を明示的に分析できる。Osborne and Slivinski [1996]は、 cb 3 が

                                                 
30 Osborne and Slivinski [1996]と Besley and Coate [1997]による。前者は仮定 8 にある率直な

投票を、後者は戦略的投票を考えている。 
31 出馬費用の導入も市民候補者モデルの特徴の 1 つといえる。しかし、出馬費用はゼロで

あっても以下で示すような均衡は存在しうるため、コミットメントに関する仮定に比べ、

本質的な仮定とはいえない。政策とは関係ない利得に関しても同様である。 
32 逆に cb 2 であれば、中位政策を好み実行する 1 人のみが出馬する均衡が生じる。 
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3 人が出馬する均衡の必要条件であり、さらに、 kcb  が 3 人以上の k 人が出馬

する均衡の必要条件であることを示している。つまり、当選することによる利

益 b が大きければ大きいほど、より多くの候補者が立候補する均衡が存在する。

この点は、3 節で議論した多党間競争において均衡を求めるときの困難を簡単に

解決している33。 

 最後に、複数の政策課題がありコンドルセ勝者が存在しない場合でも均衡が

存在しうる。コンドルセ勝者が存在しないということは、どの政策に対しても

常に勝てる政策が存在するということである。しかし、出馬費用がかかるため

に、必ず勝てる政策が存在したとしても、その政策を好み実行する市民が出馬

するインセンティブをもたないケースがある。 

 

(2) 市民候補者モデルの応用可能性 

上述のモデルは、どのような政策を好む候補者が選挙に出馬する傾向がある

のかを議論していたが、現実には、政策以外にもさまざまな背景をもつ候補者

が出馬している。たとえば女性議員は、男性議員とは異なった政策を好むが、

男性議員よりも出馬費用が高いと考えられる（Chattopadhyay and Duflo [2004]）。

経済界から政界に参入してくる議員も多い。本来であるならば、実業家は利益

団体に属しロビー活動などを通して政治に影響しようとするが、政界に参入し

て影響する方法もある（Gehlbach, Sonin, and Zhuravskaya [2010]）。また世襲議員

は、選挙で有利な立場にあるためその他の新人より出馬費用が低く、さらに親

からの影響で議会における交渉力が高いと考えられる（Asako et.al. [2010]）34。

背景の異なる候補者を分析するうえで、市民候補者モデルは有用である。 

さらに市民候補者モデルを使えば、政党と政治家の関係の分析が可能となる。

市民候補者モデルでは、個人が出馬するか否かを決定していた。しかし、現実

                                                 
33 ここでも均衡は複数存在しうる。しかし、極めて多いとはいえず、より特定化されてい

る。また、数値的ではなく解析的に、3 節で紹介した研究より格段に平易に均衡を示すこと

ができる。 
34 市民候補者モデルの実証分析は難しいが、Chattopadhyay and Duflo [2004]はインド、

Gehlbach, Sonin, and Zhuravskaya [2010]はロシア、Asako et.al. [2010]は日本のデータを用いて

間接的な裏付けを行っている。 
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には、個人ではなく政党が候補者擁立を決定する場合が多い。このような政党

と政治家の関係は今後の重要な課題であり、そこに市民候補者モデルが寄与す

る領域は大きい35。 

 

 (3) 本節の要約と考察 

 本節では市民候補者モデルを概説した。市民候補者モデルには多くの利点が

ある。第 1 に、政治的競争への参入・退出の分析を可能にする。第 2 に、3 節で

議論した中位投票者定理の成立、均衡導出に伴う困難を克服する。第 3 に、政

治家のタイプや政党と政治家の関係に関する分析など、多くの応用可能性をも

つ。 

 ただし、市民候補者モデルは、候補者の戦略的行動の多くを捨象している。

市民候補者モデルによって描ける候補者の選択は、「出馬するか否か」にとどま

る。候補者は事後的に必ず自身に望ましい政策を実行するため、政策選択が戦

略的となることもない36。 

 

6. 政策にコミットできない場合：業績評価投票 

2、3 節で紹介したモデルでは、投票者は、将来行われる政策をもとに投票行

動を決定していたが（仮定 7）、実際には、過去の業績評価にもとづいた投票も

行われている。本節では、「政策にコミットできない」との仮定のもとで、過去

の実績評価にもとづく投票の分析が可能となることを示す。 

過去の業績評価をもとにした投票は、実際に観察されるばかりでなく、それ

を明示的に考察することによって、政治家のエージェンシー問題を議論するこ

とも可能となる。政策にコミットできないという仮定のもとでは、政治家は当

選後に自由に政策を選択する。そのような政治家は、自らの利益を優先して、

                                                 
35 例えば、Morelli [2004]は、いくつかのグループが政党を形成したうえで、市民候補者モ

デルのように、各地域の各グループを代表する個々の政治家が立候補するか否かを決定す

る状況を分析している。 
36 Van Weeden [2009]は、次節で議論する業績評価投票と市民候補者モデルを融合したうえ

で、政策に対する選好をもつ候補者が、参入・退出の選択肢をもち、かつ自身の望ましい

政策以外の、政党間で異なった政策を選択することを示している。 
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国民にとって望ましい政策を実行しないかもしれない。このような利益の相反

関係は、契約理論でみられるプリンシパル（国民）とエージェント（政治家）

の関係とみなすことができる。そこで発生する政治家のモラルハザードと逆選

択問題37を解決する方法を考察するために、過去の業績評価をもとにした投票を

分析することが意味をもつようになる。 
 

 (1) 業績評価投票：モラルハザード 

政治家の過去の業績評価をもとに行う投票をはじめてモデル化したのはBarro 

[1973]と Ferejohn [1986]であり、業績評価投票モデル（retrospective voting model）

と呼ばれる38（詳細は補論 4(1)参照）。 

業績評価投票モデルによると、国民は、政治家にある程度の個人的利益を許

容することによって、政治家のモラルハザードを律することができる。現職政

治家は、予算を国民のために使うか、もしくはレント（rent）として政治家自身

の利益にするかを選択する。レントは、政治家自身の収入、自身の選挙区への

利益誘導型配分と解釈できる。プリンシパルである投票者は、奪われたレント

の量に基づき、再選させるか否かを決定する。つまり、レントの量がある値以

下のときのみ再選させるという契約を提示する。この契約に直面した政治家は、

再選されるためにレントを契約にある値のみ受け取るか、再選を諦めレントと

してすべてを奪うかの選択をする。投票者が過度に低いレントを提示すると、

政治家は再選を諦めすべてを奪う。従って、プリンシパルである投票者は、政

治家が再選されたいと思う最小のレントを提示する。このように、ある程度の

レントを許容することによって、政治家のモラルハザードを律することができ

る39。 

                                                 
37 モラルハザードは、主にゲームのプレーヤーが選択する行動が望ましいか否かを問う問

題である一方で、逆選択とはプレーヤーの能力など、候補者の性質・タイプが望ましいか

否かを問う問題のことである。 
38 対比として、5 節までのモデルは、将来予測投票モデル(prospective voting model)と呼ばれ

る。 
39 このような契約を結ぶためにはレントの量が立証可能でなければならない。しかし、実

際にレントの量を正確に知ることは不可能であり、これは暗黙の不完備契約となる。この

点に関しては、小西 [2009]が詳しい。 
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業績評価投票モデルは、多数の投票者が一致団結して契約を提示するとは考

えにくいなど、現実的妥当性に関する批判も多い。しかし、業績評価投票が実

際の選挙で行われてきたことは、実証分析で指摘されている40。業績を評価し選

挙を通して政治家を律していくという基本的な考え方をモデルによって示した

意義は大きい。 

 

(2) 権力の分立 

以上の例では、政治家がただ 1 人で政策を決定していた。しかし現実には、

複数の政策決定者が存在する場合がある。例えば米国では、法案を通すために

議会と大統領の両者の承認が必要となる。 

このように、複数の政策決定者が存在する場合、単一の政策決定者ですべて

のレントを奪うことはできない。再選を諦めレントを奪う場合にも、ある程度

のレントを他の政策決定者に分配する必要が生じる。この場合、政策決定者の

奪えるレントの量には限界が生じ、結果として投票者は強気の契約を提示でき

る。特に、投票者が全くレントを奪わないときのみ再選させるという契約を提

示し、政策決定者たちが再選されるためにそれを受け入れる均衡が存在する可

能性がある（詳細は補論 4(2)参照）。 

以上のモデルは、権力分立（separation of power）の必要性を示唆している。

こうした問題意識に基づき、政治体制の比較研究も進んでいる。代表的な研究

は、大統領制と議院内閣制の比較である。大統領制では議会と大統領がお互い

に権力を監視し合う一方で、議院内閣制では内閣が大きな力をもっているため、

権力の分立という意味では大統領制の方がモラルハザードは起きにくいという

指摘がある41。 

                                                 
40 実証分析では、現職議員が選挙に出ていた場合には業績評価投票が行われていることが

指摘されている。しかし新たな候補者が現職を引き継いで同じ政党から出馬した場合は、

業績評価投票の効果は小さい。（Fiorina [1981]、Miller and Wattenberg [1985]、Nadeau and 
Lewis-Beck [2001]、Norpoth [2002]） 
41 大統領制と議院内閣制の比較としては、Persson, Roland, and Tabellini [1998]、Persson, 
Roland, and Tabellini [2000]、Huber [1996]、Diemeir and Feddersen [1998]がある。大統領制と

議院内閣制の比較など、比較政治学における実証分析をまとめたものには、Persson and 
Tabellini [2005]がある。 
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権力の分立は複数の政策決定者の間だけに生じるとは限らない。例えば、引

退を決めた政治家はモラルハザードを起こしやすい一方で、今後も選挙に出な

ければならない若手政治家は再選されたいというインセンティブをもちやすい。

このような若手が、年長世代の政治家を律する可能性が指摘されている（Alesina 

and Spear [1988]）。また、他政党の存在が政党の行動を律する可能性もある

（Aragones, Palfrey, and Postlewaite [2007]）。 

このように、選挙や権力分立は、政治家の規律付けに効果的であることを説

明できる42。 

 

(3) 業績評価投票：逆選択 

業績評価投票モデルを用いると、望ましい政治家を当選させることができる

のかという逆選択の問題も分析できる。政治家に能力差がある場合、他の条件

を所与とすれば、能力の高い政治家はより望ましい政策を実行すると考えられ

る。しかし、政治家の能力が投票者には不確実という、能力に関する情報の非

対称性が存在する場合、政治家が実行した政策はシグナルとして機能する。能

力の高い政治家ならば、低い税金で高い成果を出すことができる。しかし、も

し長期的政策の成果が観察できず、税金や短期的政策の成果しか見えない場合、

能力の低い政治家は長期的政策には支出せずに、税金を低くし短期的政策の成

果だけを示して、能力の高い政治家の真似をしようとするかもしれない。この

場合、能力の高い政治家は真似をされないように、必要以上に低い税金を課し、

短期的政策への支出を増やそうとする。結果として、長期的な政策が実行され

ないという望ましくない結果が生じる43。 

                                                 
42 Besley, Persson, and Sturn [2010]は、アメリカのデータを用いて、選挙が競争的であるほど

州の成長率などの経済状況が改善される傾向があることを示している。また、引退を決め

た政治家に選挙の規律付けは効かないため、モラルハザードが起きることが予測できる。

この問題は最終任期問題（last term problem）といわれ、アメリカ議会での記名投票を用い

て分析されている。モラルハザードは、（1）投票しなくなる（2）一貫性のある投票をしな

いという 2 点で測られ、Zupan [1990]、Carey [1994]、Figlio[1995]、Figlio [2000]がこのよう

なモラルハザードがあることを示している。これも選挙が政治家を規律付けている証拠で

ある。 
43 選挙における逆選択の問題を論じたものには、Rogoff and Sibert [1988]、Rogoff [1990]、
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決して汚職をしないクリーンな政治家を望ましい政治家と考えることもでき

る。レントを奪うインセンティブを有する政治家と、一切有しないクリーンな

政治家がいる場合を考える。レントを奪うインセンティブを有する政治家であ

っても、選挙を通してレントを奪わないように律することはできる。しかし、

最終任期には選挙を気にしないため、必ずレントが奪われる。そこで、できる

限りそのような政治家を選ばないようなシステムを考えることも重要となる。

Besley and Smart [2007]は、政治制度を考えるうえで、レントを奪わないように

律する規律効果（discipline effect）と、望ましいクリーンな政治家を選ばせる選

択効果（selection effect）があると指摘している。前者はモラルハザードの、後

者は逆選択の問題である。規律効果を強めると、政治家は再選のためにレント

を奪わなくなるため、望ましくない政治家の選別が難しくなる。一方、選択効

果を強めると運よく政治家になった望ましくない政治家が再選を諦めたうえで、

多くのレントを奪うという規律づけの問題が生じる。政治制度を考えるうえで、

このトレードオフは重要である44。 

 

(4) 政治的景気循環 

政治家の能力に関する逆選択のモデルは、政治的景気循環（political business 

cycle）、特にその一例である、機会主義的政治循環（opportunistic political business 

cycle）の理論的裏付けともなっている。実証分析において、選挙のある年に財

政赤字が拡大し、選挙直後にインフレ率が上昇することが指摘されている45。 

機会主義的政治循環とは異なったタイプの政治的景気循環として、党派的政

治循環（partisan political business cycle）も指摘されている。それは左派政党が政

権を担ったときの政策と、右派政党が政権を担ったときの政策に一貫性がない

という政権交代に伴う政治的景気循環である。「政策にコミットできる」との仮

                                                                                                                                               
Besley and Case [1995]、Coate and Morris [1995]、Fearon [1999]がある。 
44 このトレードオフをふまえた研究として、他に、議員報酬に関して Caselli and Morelli 
[2004]、Messner and Polborn [2004]や Besley [2004]が、政治家の任期制限（term limits）に関

して、Smart and Sturm [2006]や Alt, Bueno de Mesquita and Rose [2011]がある。より詳細な議

論は Besley [2006]が詳しい。 
45 政治的景気循環に関する実証分析のサーベイは、Persson and Tabellini [2000]と Drazen 
[2000]に詳しい。 
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定がなく、各政党は自身の望ましい政策を実行するという市民候補者モデルの

枠組みを用いて、この党派的政治循環を示すことができる46。 

 

(5) 本節の要約と考察 

本節では、選挙前に「政策にコミットできない」と仮定し、政治家の過去の

業績に基づく投票を考えた。そこでは、政治家のエージェンシー問題が議論で

き、より望ましい選挙制度や政治制度のあり方を分析することができた。 

しかし、業績評価投票では、現職政治家の業績のみが選挙結果に左右する。

そのため、業績のない新人候補者の選挙は分析できない。金融危機や戦争、災

害などが生じ、現職政治家の業績とは関係のない政策課題が争点となった選挙

も分析できない。また、現実には公約などの選挙前の意思決定も選挙に影響を

与えているが、ここでは完全に捨象されている。 

 

7. 政策に部分的にコミットできる場合 

政党や候補者は、選挙前に公約を発表し、選挙後に政策を決定する。この 2

つの意思決定は切り離して分析されるべきである。しかし、これまでの分析で

は、政策の決定にのみ注目してきた。「政策にコミットできる」との仮定のもと

では、候補者は選挙後の政策を選挙前に決定しているにすぎない。「政策にコミ

ットできない」との仮定を用いる市民候補者モデルでは、選挙後の政策は所与

であり、その決定は分析対象となっていない。また、業績評価投票モデルにお

いては、選挙前に政治家が実行する政策を分析しており、これは選挙後に実行

される政策を、選挙前に約束する公約とは本質的に異なっている。 

本節では、公約と政策という 2 つの意思決定を切り離し、これまでの分析で

は捨象されてきた公約に関する研究を紹介する。分析にあたり、選挙前に将来

の政策にコミットできる、もしくはコミットできないとの 2 つの仮定の中間に

位置づけられる、「部分的にコミットできる」との仮定を導入する。そのうえで、

政策と明確に区別される公約がもつ意味について、いくつかの視点を紹介する。 

                                                 
46 党派的政治循環に関しては Alesina [1987]、Alesina [1988]、Alesina and Rosenthal [1995]、
Alesina and Gatti [1995]を参照。 
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(1) 費用の伴うコミットメント 

選挙後に選挙前の公約と異なる政策を実行する場合には、何らかの形での費

用が発生すると考えられる。支持率が下がり、政権運営が困難になるかもしれ

ない。議会や政党内での交渉が困難になるかもしれない。また、次回の選挙で

敗北する確率が高まるかもしれない。このような費用が存在するがゆえに、候

補者は、公約を通して将来の政策選択に自ら制約をかけ、投票者に対して説得

的なコミットをすることが可能となる。もちろん、実現したい政策が公約と別

であれば、政党や候補者は公約を完全に実行するとは限らない。この点で公約

は、完全なコミットメントの手段ではなく、部分的なコミットメントの手段と

考えられる。 

モデルの要点は以下の通りとなる（詳細は補論 5 参照）。政策選好をもつ政党

を考える。選挙前に政党は「公約」を発表し、勝利政党は選挙後に実行する「政

策」を選ぶ。実行する政策が公約と異なるときには費用が発生し、その費用は、

政策が公約から離れるほど大きくなる。この結果、政党は、選挙後にはできる

だけ自身にとって望ましい政策を実行したいが、費用を払いたくないというト

レードオフのもとで、公約と政策を決定する。このとき、政策は公約と必ずし

も一致しないが、費用の存在によって公約から大きく離れることもない。 

主要な結果として、第 1 に、選挙後に実行される政策が中位政策とは異なる

という意味で、中位投票者定理は成立しない。両政党が選挙後に中位政策を実

行するような公約を発表しているとする。このとき、政党が勝ったとしても負

けたとしても、実行されるべき政策は同じ中位政策となるが、選挙に勝利した

政党は、自身の選好政策が中位政策でない限り、費用を支払わなければならな

い。従って、費用の支払いを免れるため、選挙に負ける方が得となる47。結果と

して、均衡では両政党の選挙後に実行される政策間に距離が生じる。 

第 2 に、候補者が異なった選好をもつ場合、候補者は同一の勝利確率に服さ

ない。前節までのモデルでは、候補者は異なった選好をもっていたとしても、

                                                 
47 ただし、選挙に当選することによる利得が費用を上回るほど十分に大きい場合は、この

限りではない。 
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基本的に同一の勝利確率に服していた。これは、両者とも強く選挙に勝ちたい

と思い、できるだけ中位政策に近づこうとするからである。一方、本節の枠組

みでは、両候補者の選好が異なれば、政策実行に伴う費用の大きさが異なる。

仮に政党 A の均衡上における費用が大きいとすれば、政党 B がより高い選挙に

勝つインセンティブを持ち、より高い勝利確率に服することになる。このよう

に、選挙に勝ちたいと思うインセンティブの違いを明示的に分析することが可

能となる。 

費用の伴うコミットメント、すなわち公約以外の政策を実行する費用を組み

込んだモデルの応用可能性は大きい。実際、3 節（1）の Wittman モデル（Asako 

[2010a]）、3 節（4）で言及した議会内交渉モデル（Grossman and Helpman [2005]、

Grossman and Helpman [2008]）、6 節の業績評価投票モデル（Austen-Smith and 

Banks [1989]、Harrington [1993]）などで応用分析が進んでいる。 
 

(2) 選挙におけるシグナリング 

候補者に関する何らかの不確実性を投票者がもっていた場合には、公約は、

その不確実性を軽減するためのシグナルとして機能する。 

 

イ．将来の政策に関するシグナル 

候補者の将来実行する政策に関して投票者が不確実性をもつ場合、公約は、

政策に関するシグナルとして機能する。はじめに簡単化のため、5、6 節のよう

に、政治家は、選挙後自身に望ましい政策を必ず実行すると仮定する48。投票者

は候補者の望ましい政策に関する不確実性を有する。選挙前に候補者は公約を

発表し、もし公約が望ましい政策と異なった場合、費用が生じ、その費用は政

策が公約から離れるほど大きくなる。公約が中位政策に近い場合、中位政策よ

り遠い極端な政策を好む候補者は、より多額の費用を負担する。従って、この

費用がシグナリング費用となり、公約が候補者の望ましい政策のシグナルとし

て機能する49。 

                                                 
48 以下の議論は Banks [1990]による。 
49 Banks [1990]では費用が十分に高いとき分離均衡が生じる。しかし、分離均衡でも自身の

政策を正直に発表するとは限らない。Callander and Wilkie [2007]は、モデルに費用を全くも
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もちろん、選挙後に政治家が自身に最も望ましい政策を必ず実行するという

設定は非現実的である。本節(1)のように、選挙後の政策は、公約以外の政策を

実行する費用を踏まえて合理的に決められるべきである50。この場合、候補者は、

選挙後に政策を調整できるため、費用を低く抑えることが可能となる。さらに、

極端な候補者が望む政策は、穏健な候補者が望む政策に比べ、対抗馬が当選し

た場合に実行される政策から遠く離れている。そのため、極端な候補者ほど、

対抗馬に勝とうとするインセンティブが大きい。以上の点から、より極端な政

策を実行するような極端な候補者が選挙において勝利する可能性が示される。 

 

ロ．誘意性に関するシグナル 

3 節で議論した誘意性に関する不確実性を投票者がもっていた場合には、誘意

性に関するシグナルとして公約が機能しうる。 

これまでのモデルでは、政党は対抗政党に勝つために中位政策に近づく傾向

があった。しかし、候補者の中には、政策に対する強い選好をもち、自身の政

策に信念をもっている者もいる。また、投票者の中には、信念をもっている政

治家を好む者もいる。これは一種の誘意性となる。一方で、候補者の信念や政

策選好の大きさは投票者にとっては不確実と考えられる。このとき、自身の実

行したい政策から離れた政策を選択するインセンティブが低いという意味で、

信念をもつ候補者は、中位政策に収束した公約を発表しないかもしれない。こ

のことから、発表した公約が中位政策から離れれば離れるほど、信念をもった

政治家である可能性が高いというシグナルになる可能性がある51。このように、

                                                                                                                                               
たない「チープ・トーカー」がいる可能性を導入している。このとき、均衡は常に分離均

衡となり、さらに自身の望ましい政策を正直に発表する候補者が出てくる。つまり、チー

プ・トーカーがいる可能性が尐しでもあるだけで、候補者はより正直になる。これは、候

補者がチープ・トーカーと思われないようにするインセンティブが生じるためである。 
50 以下の議論は Asako [2010b]による。一方で Huang [2010]は、政策も公約も共に内生的に

決定される設定のもとで、政策に関係ない当選することによる利得が十分に大きい場合は、

両者の公約は中位政策となるか、もしくは中位政策から等距離ではあるが尐し離れた公約

を発表することを示している。 
51 Kartik and McAfee [2007]は、信念をもつ政治家に焦点を当てている。信念をもつ政治家は

単に自分の好む政策を発表するだけで戦略的ではなく、投票者も単に信念をもつ政治家を

好むにすぎない。一方、Callander [2008]は、候補者の中の政策選好の違いに焦点を当て、政
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公約が政策以外の情報を含んでいる可能性が近年指摘され始めており、そこで

もまた、より極端な政策を実行する候補者が選挙に勝利する可能性が示されて

いる52。 
 

(3) 政治的曖昧さ 

これまでのモデルでは、候補者はただ 1 つの政策を公約として発表していた。

しかし、複数の政策を含んでいる公約が発表されることがある。例えば、税率

は 10%を超えないという公約は 10%以下のいかなる税率も含んでいる。このよ

うな公約が発表されることを「政治的曖昧さ（political ambiguity）」と呼ぶ。 

政治的曖昧さが生じる理由として主に 2 点指摘されている。第 1 に、投票者

の効用関数が凸関数、つまりリスク愛好的な場合には、複数の政策を含む公約

が投票者に好まれる（Zeckhauser [1969]、Shepsle [1972]、Aragones and Postlewaite 

[2002]）。リスク愛好的であれば、不確実性のある曖昧さを好むためである。た

だし、実証分析では、投票者はリスク愛好的でないとの指摘がある53。 

第 2 の理由として、不確実性を用いた説明がある。投票者の選好に関する不

確実性がある場合は、政治的曖昧さが候補者にとって望ましくなる可能性があ

り（Glazer [1990]、Meirowitz [2005]）、また候補者自身の望ましい政策に関する

不確実性がある場合は、選択の幅を残しておくために複数の政策を公約に含ま

せる可能性がある（Alesina and Cukierman [1990]、Aragones and Neeman [2000]）。

また、複数の政策を含む公約を見た投票者は、その中で最も自分の望ましい政

策に近い政策が実行されると楽観的になるために、政治的曖昧さが候補者にと

って望ましくなる可能性が実験を用いて指摘されている（Tomz and Van 

                                                                                                                                               
策選好の強い政治家は高い努力水準を選ぶために投票者から好まれるとしている。 
52 本稿では近年の展開に焦点を当てたが、古くには、Schultz [1996]が、公約が経済の状態

（公共財を生産する費用）に関するシグナルとなりえると示している。選挙におけるシグ

ナルに関しての古典的議論は Banks [1991]が詳しい。 
53 Bertels [1986]、Alvarez [1997]、Berinsky and Lewis [2007]参照。一方で、Osborne [1995]は、

政策からの効用関数をリスク回避的と安易に仮定するべきではないと論じている。この問

題に対処するために、Callander and Wilson [2008]では、Callander and Wilson [2006]で導入し

た背景依存型投票（Context-Dependent Voting）を用いて政治的曖昧さを示している。 
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Houweling [2009]）54。 

 

(4) 本節の要約と考察 

本節では、選挙前に将来の政策にコミットできる、もしくはコミットできな

いとの 2 つの仮定の中間に位置づけられる、部分的にコミットできるとの仮定

を導入した。本仮定によって、選挙後の政策だけでなく、選挙前の候補者の戦

略として公約のもつ意味を考察し、政治家の行動を精緻に分析することが可能

となる。また、主要含意の 1 つとして、より極端な政策を実行する候補者が選

挙に勝つ可能性が示されており、これは、政党間の政策が大きく異なるという

二極化現象と整合的である55。 

 

8. まとめ 

本稿では、ゲーム理論的手法を用いた選挙の理論分析を概観した。中位投票

者定理が前提とする仮定のうち、候補者が選挙後の「政策にコミットできる」

という仮定を維持した場合には、他の仮定を緩め、理論を拡張したとしても、

中位投票者定理の結論がほとんど崩れない、均衡が存在しない、あるいは極め

て多くの均衡が存在するという結果になり、応用可能性に乏しい。候補者が選

挙後の「政策にコミットできない」という仮定を用いた場合には、候補者の選

挙への参入・退出を考えたり、過去の業績で評価する選挙を説明したりするこ

とが可能となった。しかし、いずれも極端な設定であり、政治家の複雑で戦略

的な意思決定を十分に示しているとはいえない。そこで、「政策に部分的にコミ

ットできる」という、より一般的な仮定を導入し、選挙前の戦略として公約の

                                                 
54 政治的曖昧さの定義を「政策の集合を公約として発表する」と考えた場合に、強い仮定

を置かずに理論的に均衡を求めることは難しい。例えば、Aragones and Postlewaite [2002]で
は限られた数の政策しか存在しない。Callander and Wilson [2008]や Glazer [1990]では曖昧さ

の度合いは外生的に決まる。Aragones and Neeman [2000]では辞書式選好を考えている。

Zeckhauser [1969]、Shepsle [1972]では均衡の存在は示されていない。Alesina and Cukierman 
[1990]は、投票者に観察される政策が分散をもつとし、その分散の大きさを曖昧さと解釈し

ている。 
55 ただし、二極化に関しては異なった理由も指摘されている。例えば、McCarty, Poole, and 
Rosenthal [2006]を参照。 
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果たす役割に関するさまざまな研究を紹介した。 

今後の研究としては、特に以下が重要であると考えられる。まず市民候補者

モデルの拡張として、5 節(2)で示したように、異なる背景をもつ候補者が存在す

る場合の政策的含意を分析することである。第 2 に、業績評価投票モデルの拡

張として、特に 6 節(3)で議論した規律効果と選択効果をふまえ、望ましい選挙・

政治制度に関して分析することである。第 3 に、公約の分析を掘り下げること

で、候補者の政策決定に関してより詳細な検討をしていくことである。 

そして最後に、米国と異なるシステムをもつ国・地域の政治システムを考え

ることである。選挙に関する既存の理論の多くは、二大政党制である米国を意

識して作られている。市民候補者モデルも、政党間競争というよりは米国にお

いて重要な大統領選や首長選を意識して作られている。米国では、党議拘束が

なく個々の政治家は比較的自由に法案への賛否を示していることから、上下院

議員の選挙分析には市民候補者モデルや業績評価投票モデルが有効である。し

かし、二大政党制や大統領制は限られた国でのみ成立している。党議拘束の強

い日本では個々の政治家がもつ自由度は総体的にみて大きくない。こうした違

いは、既存の理論モデルの日本への適用に限界があることを示唆している。大

統領制と議院内閣制の比較、政党と政治家の関係の分析、政党内派閥に関する

分析56など、米国以外の国・地域にも妥当する理論は、最近精力的に研究されて

いるものの、いまだ不十分である感は否めない。米国と異なるシステムをもつ

国・地域の政治システムを考えることは、今後に残された興味深い研究課題で

ある。 

現実の経済政策が強く政治の影響を受けていることに鑑みれば、政治経済学

的アプローチは、経済政策の分析上必須となることに疑いはない。しかしその

重要性に比べ、解明されていない点は多い。今後一層の研究が望まれる。 

 

                                                 
56 例えば Persico, Rodríguez-Pueblita, and Silverman [2009]を参照。 
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補論 1. 政策選好を有する候補者のモデル57 

(1) 中位政策の位置に関する不確実性が存在しない場合 

左派政党 L と右派政党 R の二大政党間の競争を考える。政策空間 X は一次元

とする。それぞれの投票者がこの政策空間上に望ましい政策 ix を有し、投票者

の望ましい政策の確率分布関数は連続でかつ強い増加関数とする。このとき中

位政策 mx が一意に存在する。それぞれの政党が有する望ましい政策を RL xx ˆ,ˆ と

し、 RmL xxx ˆˆ  とする。実行される政策が x であった場合の各政党の政策から

の効用関数を |ˆ| xxP  の減尐関数である |)ˆ(| xxv P  とする（ RLP , ）。つまり、

実行される政策が自身の望ましい政策に近づくほど効用は改善する。各政党は

選挙前に政策 RL xx , を決定する。L の勝利確率を ),( RL xx とすると、L の期待利

得は |)ˆ(|)),(1(|)ˆ(|),( RLRLLLRL xxvxxxxvxx   である。L が選択する変数は

Lx のみであるため、 |))ˆ(||)ˆ(|)(,( RLLLRL xxvxxvxx  を最大化することと同値

である。不確実性が存在しない場合、勝利確率は 1、0、1/2 のいずれかの値のみ

をとる。勝利確率が 1/2 や 0 の場合、 |)ˆ(||)ˆ(| RLLL xxvxxv  の値が正であるな

ら、対抗馬より中位政策に近づき勝利確率を 1 とすることで期待利得を増加さ

せることができる。従って、 |)ˆ(||)ˆ(| RLLL xxvxxv  がゼロとなる中位政策まで

収斂し、両者が中位政策を選ぶことが唯一の均衡となる。 

 

(2) 中位政策の位置に関する不確実性が存在する場合 

中位投票者の位置に関する不確実性を候補者が有する場合、勝利確率

),( RL xx は不連続ではなく、連続関数となる。このとき、以下の理由から、期

待利得である |))ˆ(||)ˆ(|)(,( RLLLRL xxvxxvxx  を最大化する政策は必ず中位政

策とは異なり、両政党の政策に距離が生じる。両政党が共に中位政策を選択し

て い る と し よ う 。 両 政 党 が 同 じ 政 策 を 選 択 し て い る た め に

0|)ˆ(||)ˆ(|  mLmL xxvxxv となり、上記の期待利得はゼロとなる。このとき L

が中位政策から離れ自分の望ましい政策に近づいた場合には、 ),( RL xx は連続

関数であるため、当初の 1/2 より減尐するものの正の値を維持する。

|)ˆ(||)ˆ(| RLLL xxvxxv  は増加し正の値をとるため、期待利得は必ず改善する。

                                                 
57 以下の議論は主に Calvert [1985]に依拠している。 
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従って、中位政策から乖離するインセンティブが生じ、中位投票者定理は成立

しない。 

 

補論 2. 多次元の政策空間を考えた確率的投票モデル58 

 政党 A，B 間の競争を考え、ここでは得票率の最大化が政党の目的とする。投

票者は G のグループに分かれているとする。投票者全体のサイズを 1 とし、そ

れぞれのグループ g の占めるシェアを 2/10  g とする（ 1G g ）。これら

のグループに、政府はそれぞれ gy を配分するとする。この配分の合計は y であ

り、 yy
G g  とする59。グループ g に所属する投票者がこの配分から得る利得

を )( gyu とし、配分が多いほど利得は高いとする。さらに、配分からの利得以外

に個々の投票者はバイアスとしての選好を両政党の間に有する。ここで、 ig を

グループ g の投票者 i がもつ、政党 B に対するバイアスとする。つまり、 0ig

であれば配分が同じ限り B を好み、 0ig であれば A を好む。この ig は不確実

であり )]2/(1),2/(1[ gg  で一様分布していると考え、  g0 とする。 

A が A

gy を B が B

gy を選んでいるとすると、 ig

B

g

A

g yuyu  )()( であるならば投

票者 i は A に投票する。従って、配分を所与とすると、 )()( B

g

A

gig yuyu  のバ

イアスをもつ投票者がグループ g の中では A に投票する。 )()( B

g

A

g yuyu  は、

)]2/(1),2/(1[ gg  の内側にあるとする。 ig が一様分布していることを踏まえる

と、グループ g の中では A に投票する人たちの割合は、 )]()([2/1 B

g

A

gg yuyu  と

な る 。 こ れ を 全 グ ル ー プ で 足 し 合 わ せ て い く と 、 A の 得 票 率 は

 
G

B

g

A

ggg yuyu )]()([2/1  となる。A はこの得票率が資源制約のもとで最大と

なるように配分を決定する。A は A

gy のみを決定するので、最大化問題は

G

A

ggg yu )( を最大化していることと同値である。A も B も得票率の最大化が

目的であるため、最大化問題は等しい。従って、両政党は全く同じ政策を選び、

勝利確率はそれぞれ 1/2 となる。最大化されるG

A

ggg yu )( は各グループの配

分からの効用の平均であり、最大化されているのは平均投票者の効用となって

                                                 
58 以下の議論は Lindbeck and Weibull [1987]、Dixit and Londregan [1996]による。Coughlin 
[1992]も異なった設定の確率的投票モデルで解が求まることを示している。 
59 本論の例では、G=3、 3/1g 、y=100 万円であった。 
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いる。 

ここでは、Lindbeck and Weibull [1987]にならい、得票率の最大化を政党の目的

と考えた。一方で政党の目的を勝利確率の最大化とした場合には、得票率が大

きい政党が勝利するため、勝利確率関数が不連続という問題が生じる。この問

題に対処するため、Persson and Tabellini [2000]は集計的な不確実性を導入する。

つまり、 ig は )]2/(1),2/(1[ gg   で一様分布しており、か つ  は

)]2/(1),2/(1[  で一様分布していると考える。ただし、 0 とする。ここ

では集計的な不確実性を表している。この場合、政党が勝利確率の最大化を目

的としていても、その最大化問題は前述のG

A

ggg yu )( を最大化していること

に等しくなり、結果は変わらない。しかし、得票率ではなく勝利確率の最大化

として解くことができ、かつ勝利確率関数は連続となる。 

 

補論 3. 市民候補者モデルにおける均衡 

 投票者の望ましい政策 ix が政策空間 X 上に連続して分布し、中位政策 mx が一

意に存在すると考える。投票者の分布は mx を中心に対称であり単峰性を満たす

とする。各市民の効用関数は線形であり、当選した候補者の実行する政策が x で

あるときに || xxi  と表せるとする。各市民はまず立候補するかどうかを決定

する。立候補するためには出馬費用 c がかかり、当選した場合には、政策とは

関係ない利得 b を得る。出馬をしなかった場合は、普通の投票者として出馬し

た候補者の中から選び投票する。 

候補者はどのような政策にコミットすることも不可能であるとする。従って、

当選した候補者は自身の最も望ましい政策を実行するため、出馬を決定し当選

した場合の利得は cb であり、落選し、かつ実行された政策が x である場合の利

得は cxxi  || となる。また、1 人も出馬する候補者がいなかった場合、すべ

ての人の利得は－∞とする。 

 

(1)  1 人が立候補する均衡 

はじめに、ただ 1 人の候補者が立候補する均衡を考える。まず中位投票者が出

馬しているケースを考える。この候補者が出馬を取りやめるとすると、利得は
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－∞となるため、出馬を取りやめることはない。また、中位投票者以外の市民

が出馬しても勝つことができず、出馬費用を支払うだけに終わるため新たに参

入しようとは思わない。従って、考えるべきは中位投票者がもう 1 人出馬する

か否かである60。この場合、すでに出馬している候補者とは引き分けになり期待

利得は cb 2/ となる。以上から、ただ 1 人が立候補する均衡の必要十分条件は

cb 2 となる。また、中位投票者以外の市民が 1 人立候補する均衡も存在する。

この場合、中位投票者の 1 人が立候補すれば確実に勝てる状況であるため、 cb 

でかつ中位政策に十分に近い市民が 1 人立候補する。 

 

(2)  2 人が立候補する均衡 

 次に、2 人が立候補する均衡を考える。2 人の候補者 A と B が出馬しており、

それぞれの望ましい政策が Ax 、 Bx と表されるとする。候補者の勝利確率がゼロ

であった場合には、出馬してもしなくても対抗馬が勝つことに変わりがないた

め、出馬費用分を損していることとなり出馬を辞退する。従って、両者の望ま

しい政策の位置は、中位政策より等距離であるべきである。ここで、  mA xx 、

 mB xx とする。 

問題は 0 の値である。第 1 に、両者が出馬を辞退しないためには の値が

十分に大きい必要がある。両者の望ましい政策の差は 2 であるため、出馬して

いる場合には、候補者の期待利得は cb  2/)2(2/  である。もし出馬を辞退し

た場合には効用は 2 となるため、まず 2 人の候補者が出馬する均衡が存在す

る条件として以下の条件が求まる。 

条件 1： 2/bc   

第 2 に、その他の市民が立候補しないためには の値が十分に小さい必要があ

る。まず、A よりも左側や B よりも右側の候補者は立候補しても勝つことはで

きない。また、例えば A よりも左側に望ましい政策をもった候補者が出馬する

場合には、A の票を奪い合って B を勝たせてしまい、自身にとってさらに望ま

しくない結果に変わってしまう。そのため、このような市民が出馬することは

                                                 
60 投票者の望ましい政策が政策空間上で連続分布しているという設定は、複数の中位投票

者が存在することを意味する。 
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なく、出馬をする可能性を有する市民は、 Ax と Bx の間に望ましい政策を有する

市民のみとなる。 Ax と Bx の間が十分広く、中位投票者が参入した場合、A と B

を選挙で敗れるとする。この場合、中位投票者は bc  なら出馬するが、これ

は条件 1 より必ず満たされる。そのため、中位投票者が出馬しても A と B に勝

てないほど十分に が小さくなくてはならない。中位投票者が出馬した場合、全

体の票のちょうど 1/3 を奪うことができる の値を とする61。 が より小さけ

れば中位投票者は参入しても勝つことはできない。従って、第 2 の条件が求ま

る。 

条件 2：    

この 2 つの条件は図 6 にまとめられる。条件 1、2 より は 未満でかつ 2/bc  以

上でなくてはならない。これは例えば図 6 にあるように、A の望ましい政策の位

置 Ax は、 mx と )2/(x m bc の間でなければならないことを意味する。 

 

2/bc  であるときに、その中位政策から の距離だけ離れた 2 人の候

補者が立候補することが均衡になる。従って、2 人の候補者が出馬する均衡が存

在する必要十分条件は以下となる。 

必要十分条件： )(2  cb  

 1 人が出馬する均衡の必要十分条件は cb 2 であったため、2 つの均衡が同時

に存在するケースがあり、また必ず 2 つのうちどちらかの均衡が存在する。こ

の場合、2 人は全く別の政策をもっていなければならない。これは、もし同じ望

                                                 
61  の値は投票者の分布関数や政策空間に依存する。政策空間 ]1,0[ 上に投票者が一様分布

していると考えよう。中位政策は 1/2 である。この場合、 の値は 1/3 となる。よって両候

補者の位置は左側は 1/6 以上、右側は 5/6 以下でなければならない。 

mx  

mx  )2/( bcxm   

A の望ましい 

政策 Ax の位置 

図 6 2 人が出馬する均衡 

mx  )2/( bcxm   

B の望ましい 

政策 Bx の位置 
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ましい政策を有していた場合には、本論で指摘したように、立候補すれば必ず

両者に勝てる候補者が存在するためである。 

(3)  3 人以上が立候補する均衡 

 3 人以上の候補者が立候補する均衡の存在を示すためには複雑な議論をしな

ければならないため、ここでは単純な例のみを考える。政策空間 [0,1]上に、投

票者が一様分布しているとする。考えられる 1 つの均衡は 3 人の望ましい政策

が、1/6、1/2、5/6 のケースである。投票者は一様分布しているため、それぞれ

の勝利確率は 1/3 となる。1/6 を好む候補者の期待利得を考える。出馬している

ときの期待利得は cb  3/|)6/16/5|(3/|)6/12/1|(3/ であり、辞退した

場合には望ましい政策が 1/2 である候補者が勝つので、 |6/12/1|  となる。こ

の結果、もし cb 3 であれば出馬を辞退することはない。これは 5/6 を好む候補

者についても同様である。1/2 を好む候補者が出馬を辞退しない条件は

3/13  cb となり、先の条件が成立している限り、この条件も成立している。

一方、他の市民は立候補したとしても勝つことができない。さらには、自分の

望ましい政策よりも遠い政策を実行する候補者が当選することになる。従って、

誰も参入しない。以上から、 cb 3 がこの均衡が存在する必要十分条件である。 

上記とは異なった均衡も考えられる。投票者の分布が mx において単峰性を満

たさない場合は、3 人の中で 2 人の候補者が同じ政策を好む均衡も存在しうる。

また、投票者の分布が mx を中心に対称に分布していない場合には、2 人の候補

者が同じ勝利確率をもち、1 人の候補者の勝利確率がゼロとなる均衡も存在しう

る。この均衡は、勝利確率がゼロの候補者が出馬を辞退すると、自身の望まし

い政策からより遠い候補者が確実に勝ってしまうときに生じる。 
 

(4)  多次元の政策空間 

3 節(2)で示した例を考える。投票者が 3 つのグループ 1、2、3 に分かれている。

それぞれのグループは N 人ずつの投票者で構成されているとする。政党は 100

万円をそれぞれのグループに分配する。グループ 1、2、3 からそれぞれ 1 人ず

つ立候補している均衡を考える。事前に政策にコミットすることはできず、自

分にとって望ましい政策を実行するため、当選後は自分の所属するグループに

100 万円を配分する。従って、3 者の当選確率は 1/3 ずつとなる。100 万円が自
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分のグループに配分された場合の 1 人当たりの利得を a 100/N 万円とする。出

馬した場合の期待利得は cba  3/3/ であり、辞退すれば利得はゼロとなる。従

って、 acb  3 であれば辞退しない。また、同一のグループのメンバーがもう 1

人出馬すると、同一のグループ所属のメンバー同士で票を奪い合い当選できな

いため、他の市民は出馬しない。従って、それぞれのグループから 1 人ずつ出

馬する均衡の必要十分条件は acb  3 となる62。 

 

補論 4. 業績評価投票モデル 

(1) 単一の政策決定者 

政府は総額 y の予算をもっているとする。政治家は予算から奪うレントの量 r

を決定する。投票者は共通した効用関数を有しており、より低いレントを好む

とする。このとき、プリンシパルである投票者は「レントの量が r 以下のときの

み再選させる」という契約を提示するとしよう。再選された場合、政治家は単

純に b を得るとする。政治家は再選されるためにレントは r にとどめて br  を

得るか、再選を諦めレントとしてすべてを奪うか（ yr  ）を選択する。従って、

ybr  であるならば政治家は r だけのレントを奪い再選されようとする。政治

家に再選を諦めさせすべてをレントとして奪う選択をさせないためには、契約

では byr  となる必要がある。投票者は政治家にできる限りレントを奪われな

いようにするため、 byr  と設定する。そして政治家は r を選択して再選され

るという均衡となる。 

 

(2) 権力の分立63 

2 人の政策決定者 A、B がいる。例えば議会と大統領である。まず A が政策を

提案し、B がそれを受け入れるか否かを決定する。A はそれぞれの政策決定者へ

のレントの量 BA rr , を決定する（ yrr BA  ）。このとき、もし B が A の提案を受

                                                 
62  詳細は省くが、2 つのグループから 1 人ずつ出馬する均衡の必要十分条件は

acbac  23 であり、もし 1 人も出馬する候補者がいなかった場合、すべての人の利

得が‐∞となる場合に 1つのグループからただ 1人出馬する必要十分条件は bac 2 とな

る。よって、均衡は常に存在する。 
63 以下のモデルは Persson, Roland, and Tabellini [1997]による。 
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け入れなければ、B にとってのレントの量は Br とする。これは現行政策が実行さ

れ、現行政策では B に Br が与えられると解釈できる。また、A は提案が棄却さ

れた場合の利得はゼロとする。投票者が両者の再選を決定した場合には、来期

の利益は単純にそれぞれ BA bb , とする。 

このようにただ 1 人の政策決定者を追加しただけで、全くレントが取られな

い均衡が生じる。投票者は「 0 BA rr でなければ A も B 再選させない」という

契約を提示する。A が 0 BA rr を提示してきたとすると、B は BB rb  であれば

再選されたときの利得が A の提案を棄却し Br を得るときよりも高いため A の提

案を受け入れる。一方、A は再選を諦めてレントを奪おうとするかもしれないが、

提案が B に受け入れられるためには BB rr  および BA ryr  を提示しなければな

らない。もし BA ryb  ならば再選されたときの方を好むため、 0 BA rr を提

案する。従って、 BBA brby  であれば、全くレントを奪わない均衡が存在す

る。 

 

補論 5. 部分的コミットメントのモデル64 

補論 1 の左派政党と右派政党（P=L,R）の二大政党間の競争を考える。それぞ

れの望ましい政策は左右対称で RL xx ˆ,ˆ とし、 RmL xxx ˆˆ  であるとする。選挙前

に政党は公約 RL zz , を発表し、勝利政党は選挙後に実行される政策 RL xx , を選ぶ。

実行する政策 x が公約とは異なったときの費用を |)(| xzc P  とし、 || xzP  の減

尐関数かつ強い凸関数とする（ RLP , ）。一方で、各政党の政策からの効用を

|)ˆ(| xxv P  とし、 |ˆ| xxP  の減尐関数かつ凹関数とする。勝利政党は選挙後の効

用 |)(||)ˆ(| xzcxxv PP  を最大化するような政策 RL xx , を選択する。従って、政

策は公約の関数となり、 )(),( RRLL zxzx となる。この政策は公約 Pz と望ましい政

策 Px̂ の間に位置付けられる。 

L の勝利確率を )( RL xx とすると、 L の最適公約は L の期待利得

|))(ˆ(|)),(1(|)])((||))(ˆ(|)[( , RRLRLLLLLLLRL zxxvxxzxzczxxvxx   を最大

化するように求められる。結果として、特殊な端点解を除けば、均衡が成立す

るための必要十分条件は、 |))(ˆ(||))((||))(ˆ(| RRLLLLLLL zxxvzxzczxxv  と

                                                 
64 以下のモデルは Asako [2010a]による。 
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なる。左辺は自分が当選したときの効用、右辺は相手が当選したときの効用で

ある。もし左辺の方が大きければ、自分が当選したときの効用の方が大きく、

より中位政策に近づき当選しようとする。また一方で、右辺が高ければ、費用

を払うくらいならば相手が当選した方が望ましいことになり、中位政策から離

れ 勝 利 確 率 を 下 げ よ う と す る 。 費 用 を 考 え な け れ ば 、

|))(ˆ(||))(ˆ(| RRLLLL zxxvzxxv  となり、両政策が中位政策となる。しかし、費

用の項が入っているため、両政策は離れている必要があり、中位投票者定理は

成立しない。 
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